2011年度「労働法」（12月2日・6日）

第18・19回　非典型雇用（荒木409～442頁）
第18・19回講義のねらい「日本の雇用システムにおいて、非典型（非正規）雇用はどのように位置づけられ、なぜ、近年増加しているのだろうか」「非正規雇用であれば簡単に解雇されても仕方がないのだろうか（派遣切り・有期切りの適法性）、非正規雇用の雇用保障について労働法はどのような規制を行っているだろうか」「有期労働契約については現在、どのような問題があり、どのような立法政策が望ましいだろうか（労政審で審議中）」「パート法における均等処遇と均衡処遇とは、どういうものか。」「日雇派遣などを禁止する派遣法改正案が国会に提出されているが、派遣労働者の間でも賛否があるという。なぜだろうか。いかなる立法政策が望ましいだろうか（国会上程中）」など、非典型（非正規）雇用に関する現行法の規制内容と、いままさに展開中の今後の立法政策について検討する。
1. 非典型雇用（非正規雇用）と長期雇用システム
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2. 有期労働契約
a. 期間の定めと法規制・法的効果
i. 期間の定めの書面明示（労基法15条、労基則5条2項、3項）
ii. 期間の定めの３つの効果と法規制
①人身拘束効果：期間中労働者は自由に解約(辞職)不可

→(2003年改正)労基法14条で3年上限

「労働契約は、期間の定めのないものを除き・・・3年（・・・）を超える期間について締結してはならない。」＝1回の有期契約の期間の定めの上限

2003年改正で3年→国会修正で1年超でいつでも労働者は辞められる（労基法137条）

②雇用保障効果：期間中使用者は自由に解約(解雇)不可

→労契法17条：有期契約中途解雇に「やむをえない事由」を強行的に要求

③自動終了効果：期間満了で(解雇によらずに)自動的に契約終了

→法規制はなく、「雇止め法理」という判例法理（解雇権濫用法理の類推適用）

iii. 諸外国における有期契約規制
1) 締結事由規制（入口規制）

2) 更新回数・利用可能期間規制（出口規制）

3) 不利益取扱い禁止規制（内容規制）

b. 契約期間の上限
i. 3年上限の原則
ii. 事業完了必要期間と5年上限の特例
iii. 上限規制違反の効果
c. 有期契約の中途解約（民法628条、労契法17条）
d. 有期契約の黙示の更新
e. 更新拒否に関する判例法理（雇止め法理）
i. 実質無期契約タイプ
ii. 期待保護（反復更新）タイプ
80日立メディコ事件
iii. 期待保護（継続特約）タイプ

iv. 雇止め法理の法的構成と運用実態・課題

f. 有期労働契約の締結、更新及び雇止めに関する基準（平成15年厚労告357号、平成20年厚労告12号）
(契約締結時の明示事項等)
第一条　　使用者は、期間の定めのある労働契約(以下「有期労働契約」という。)の締結に際し、労働者に対して、当該契約の期間の満了後における当該契約に係る更新の有無を明示しなければならない。

　２　前項の場合において、使用者が当該契約を更新する場合がある旨明示したときは、使用者は、労働者に対して当該契約を更新する場合又はしない場合の判断の基準を明示しなければならない。

　３　使用者は、有期労働契約の締結後に前二項に規定する事項に関して変更する場合には、当該契約を締結した労働者に対して、速やかにその内容を明示しなければならない。

(雇止めの予告)
第二条　　使用者は、有期労働契約(当該契約を三回以上更新し、又は雇入れの日から起算して一年を超えて継続勤務している者に係るものに限り、あらかじめ当該契約を更新しない旨明示されているものを除く。次条第二項において同じ。)を更新しないこととしようとする場合には、少なくとも当該契約の期間の満了する日の三十日前までに、その予告をしなければならない。

(雇止めの理由の明示)
第三条　　前条の場合において、使用者は、労働者が更新しないこととする理由について証明書を請求したときは、遅滞なくこれを交付しなければならない。

　２　　有期労働契約が更新されなかった場合において、使用者は、労働者が更新しなかった理由について証明書を請求したときは、遅滞なくこれを交付しなければならない。

(契約期間についての配慮)
第四条　　使用者は、有期労働契約(当該契約を一回以上更新し、かつ、雇入れの日から起算して一年を超えて継続勤務している者に係るものに限る。)を更新しようとする場合においては、当該契約の実態及び当該労働者の希望に応じて、契約期間をできる限り長くするよう努めなければならない。 

g. 有期労働契約研究会報告と審議会の議論
　　　【別添　「有期契約研究会　報告書のポイント」参照】

＜入口規制・出口規制・内容規制＞




3. パートタイム労働

a. パート労働者の多様な定義とその実態

b. パート労働法の制定と2007年改正

i. 労働条件明示・就業規則

ii. パート労働者の雇用保障

iii. 通常労働者と同視すべきパート労働者の差別禁止

iv. 均衡処遇

v. 通常労働者への転換

vi. 待遇決定考慮事項の説明義務（13条）
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4. 労働者派遣
a. 労働者派遣規制の変遷
①1985年まで：労働者供給事業の一部として派遣労働の全面禁止

　　↓

②1985年労働者派遣法制定：労働者派遣の部分解禁（ポジティブ・リスト＝専門職派遣として対象業務限定13業務、翌年3業務追加）

　　↓

③1996年政令改正：労働者派遣法施行令改正による規制緩和（対象業務の拡大：26業務まで増加、60歳以上、育児介護休業者の代替者派遣について対象業務自由化）

　　↓

④1999年改正：労働者派遣の原則解禁（ネガティブ・リスト＝対象業務の自由化：26の専門的業務以外は、1年以内の短期派遣）

　　↓

⑤2003年改正：更なる緩和と新たな規制（製造業への派遣解禁、短期派遣の期間1年→3年に延長、派遣先の直接雇用申込義務）

　　↓

2011年改正法案：登録型派遣原則禁止、製造業派遣原則禁止、日雇派遣原則禁止の法案→民主・自民・公明合意により改正法案から削除？
b. 労働者派遣・労働者供給・業務処理請負の概念

＜図表2：多様な労働者供給形態と労働者派遣＞
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＜図表3：派遣・労働者供給・請負の関係＞
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c. 労働者派遣事業の規制

i. ２つの派遣事業

ii. 適用対象業務・派遣期間の規制

1) 1985年当初の派遣法（専門業務型派遣）（ポジティブ・リスト方式）

2) 派遣事業規制の緩和

3) 1999年改正におよる対象業務の自由化（ネガティブ・リスト方式）

4) 2003年改正による規制緩和と新規制

(a) 紹介予定派遣

d. 派遣労働者の保護

i. （派遣元・派遣先間の）労働者派遣契約の中途解約と派遣労働者の派遣元による解雇の可否
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ii. 派遣元・派遣先の講ずべき措置

iii. 派遣先による派遣労働者の直接雇用申し込み義務

iv. 労働保護法規の適用

e. 派遣法改正案
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